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書評 山中豊国著『総合商社
ーその発展と理論ー』
杉野幹夫
はじめに
本書は，総合商社論とマーティング論の専門家である，福岡大学の山中豊
国教授の最初の著作である。著者は，本書に先立って， R.パーテルズ教授
の『マーケティング理論の発展』および『社会開発のマーケティング』（共
訳）の 2書を訳出，刊行しており，アメリカのマーケティング史についての
研究も深めている。また著者は，総合商社の丸紅での実務経験を経てから研
究生活に入っており，総合商社を論じられる数少ない研究者のひとりであ
る。
本書は， 2部構成をとっており，第1部の第一章～第四章それに補章が総
合商社論である。第2部は，独占商業論とマーケティング論と題され，第五
章～第八章でマーケティング論や商業独占の理論的検討が行われている。
本稿では，本書の第1部である総合商社論を検討することとする。それ
は，前半部分が本書の中心となっているからである。第2部も興味深い論文
から成っているが，今回は割愛せざるをえなかった。
(1) 
ところで評者も最近，総合商社を論じた著作を公表しており，本稿を執筆
するうえで，自著との関連を意識せざるをえなかった。そのため，本来評者
として果たすべき内容の紹介がおろそかになり，問題点だけを強く意識する
結果になったのではと危惧している。また，総合商社論は，その対象自休が
(1) 杉野幹夫「総合商社の市場支配」，大月書店， 1990年。
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複雑な存在であり，それを理解できるように整理して提示することは容易な
ことではない。本書において，総合商社に対する理論的解明の努力が行われ
たことは，高く評価されるものと思われる。
ただ，主要な論点において評者との見解の遮いも多いので，それらの問題
点を指摘することによって，今後の議論の素材を提供できるものと考える。
1 
第一章「低成長期における総合商社」では， 1973年の第1次石油ショック
以降， 83年頃までを低成長期として，その時期における総合商社の地位低下
をとりあげている。この間，総合商社の売上高を見ると， 70年代後半から成
長率が鈍化し，第2次石油危機を転機として，化学品（燃料）の売上が急増
したものの，売上高は80年代も停滞が続くこととなる。本章ではこうした低
成長期イコール総合商社危機の時代として議論が進められている。
その際に， 60年代に出された総合商社斜陽論を次のように批判し，それと
の遮いを強調する。「従来の総合商社斜陽論の誤りの根拠は，戦後における
日本の金融資本の構成要素として，その不均等発展に対応して出現した総合
商社を，その歴史的条件を抜きにした独占資本主義の抽象的な一般的論理に
還元しようとした点にある」。そのため，「われわれの総合商社論は，戦後に
おける日本資本主義発展の歴史的過程のなかから，総合商社の機能を分析し，
独占資本主義のなかにいかに位置づけられるかを明らかにし，その流通支配
の構造を分析すべきであろう」 (5~6ページ）と主張する。
ここで強調されているのは，総合商社の存立根拠を，日本経済の歴史的発
展過程に位置づけて分析しようということであり，しかも日本の金融資本休
制の中でのその役割を具体的に分析しなければならないということであろ
う。そこで問題となるのは，総合商社が日本経済の流通過程において果たし
ている重要な機能を析出し，その存立基盤を解明することである。
そこで著者が主張するのは， 日本経済の歴史的過程を，「戦後性」と「後
進性」として特徴づけ，これらの歴史的特殊性が， 日本において特有な総合
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商社を生みだしたということである。ただし総合商社の前身が戦前の大商社
であることについては，「大メーカーが伝統的に起用していた大商社のチャ
ネルが，戦後においても生き残り，存在したということ」で，戦後における
「日本のビッグ・ビジネスによる総合商社の起用は，このような歴史的条件
のなかからの相対的な選択であった」 (10ページ）とする。
ここで「相対的」というのは，商社を用いない直接販売との比較というこ
とであるが，メーカーに商社起用という選択をせまった事情が， 日本経済の
戦後性と後進性ということになろう。その中身については，おもに商社金融
が強調されている。関連した部分を引用すると，次のようになる。
「高度成長は，設備投資に膨大な資金の投入を強制したので，このような
貧弱な資本蓄積しかない産業資本は，流通過程の整備に投資することを避け
たのである。設備投資は産業資本にとって絶対的な必要条件であり，流通に
ついては総合商社に依存したのである」。
「欧米諸国にみられる独占段階における商業排除は， ビッグ・ビジネスの
直接的市場支配に他ならないが，しかしそれには流通支配のための膨大な投
資を必要とする。先進諸国に比して貧弱な資本蓄積しかないわが国の独占資
本は，銀行を中心とした企業集団の内部に総合商社をもつ方法をとったので
ある」 (12ペー ジ）。
このように著者の主張する総合商社の「段階論的規定」は， 日本資本主義
の後進性をおもに資本蓄積の貧弱性にあるとし，そこから銀行融資の仲介者
としての総合商社の役割を強調するものとなっている。そのため，流通支配
の根拠についても，もっばら金融機能から説明している。たとえばひもつき
販売は，「わが国の重化学工業における製品流通の典型的構造」 (13ペー ジ）
であるが，「総合商社がひもつき販売において果たす役割は，本来の商業資
本の基本的機能ではなく，金融機能やリスク負担を代行するにすぎない」
(15ページ）とする。
商社金融が市場支配の重要な手段であったことについては，評者も決して
軽視する訳ではないが，総合商社の流通支配の構造をもっばら金融機能で説
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明し，商業資本としての本来の機能がないと断定することは事実にそぐわな
いように思われる。
たとえば，ひもつき販売の典型的業種とされている鉄鋼業の場合でも，高
度成長期には機械工業向けの鋼材販売が増大し，それにともなって総合商社
が物流合理化に積極的役割を果たすこととなる。これが商社主導で進められ
た鉄鋼流通加工センターであり，鋼材の単純加工を行って需要家の便宜をは
かるとともに，納期を調整し，総合商社の鉄鋼継続取引の拠点となっていく。
この事情については，三菱商事の社史が次のように述べている。
「当社の鉄鋼の内販取引は， （昭和） 40年代初期までの売り手優位時代に
あっては，製鉄メーカーと結んでその販売権を取得することを主に進められ
てきたが，買い手優位時代の到来とともに需要者の便を図るため，従来輸送
業者や特約店に任せていた鋼材の物流面に直接関与するよう努力した。そし
て30年代後半にその朋芽をみた鋼材加工センター・鉄鋼流通加工センターづ
くりを推し進めることにより，鋼材を単品でなく部材製品として切断加工ま
で行い，需要先の要請に応じて納入し得るよう努めた。そしてこれらのセン
(2) 
ターづくりを全国的に展開することとした」。
このように， 1960年代後半には，総合商社の鉄鋼商権の拡張の手段とし
て，物流機能の掌握が重要な手段であった。総合商社の流通支配は，市場の
変化に対応してさまざまな手段を用いて進められてきた。鉄鋼製品の場合に
は， 60年代中頃になると，造船や自動車など機械産業向けの鋼板需要が急培
する。それら産業の効率的部品調達に対応して進められたのが鋼材加工セン
クーであった。つまり市場構造が変化する中で，商社機能のうえでも市場を
確保するための新たな手段が必要となったのである。
総合商社がもっばら金融支配に依存して市場支配を進めた場合，メーカーが
成長するとともに商社排除に向かう傾向が強まってくる。こうした具体例は
いくつか見られるので，総合商社の役割を金融機能だけで説明すると，日本経
済が高度成長を達成した後の商社の存立基盤を解明できないこととなろう。
(2) 「三菱商事社史下巻」， 1986年， 562ペー ジ。
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第二章「日本経済と総合商社」， 第三章「高度成長期における総合商社の
分析」，第四章「ビッグ・ビジネスと総合商社の取扱商品」は， いずれも70
年代前半に執筆されたものであり，高度成長期における総合商社の地位を分
析したものである。
ここでも著者は，総合商社が発展した根拠を戦後日本資本主義の後進性と
かかわらせて論じている。「総合商社の位置づけについてわれわれは，やは
り戦後の日本資本主義の後進的な諸問題との関連において論じなければなら
ないと考える。日本経済の後進性は，生産，流通，金融におよぶものである
が，その具体的メルクマールとして，劣位的な工業技術の水準，豊富，低廉
な労働力の存在，中小企業問題，さらに脆弱な資本蓄積と国民の高い貯蓄率
などをあげることができよう」 (39ペー ジ）。
ここで気になるのは， 日本経済の特徴を後進性で表わすことの内容であ
る。敗戦後の日本が生産力の捩滅状態から復興を遂げてきたことは事実であ
るが，高度成長を経て， 日本の生産力水準は先進国に追いついている。生産
や流通，金融における後進性とはいったい何かを明らかにする必要があろ
う。流通や産業組織にみられる日本の特徴は，単に後進性で片付けられてよ
いものではあるまい。
さらに問題となるのは，それらの「後進的な諸問題」が総合商社の存在と
どうかかわったかということである。まず，総合商社が後進性そのものを存
在基盤としたのか，または総合商社が後進性を利用しながらもそれを変革す
る主体性をもっていたのかという評価の違いが生じる。この点で著者の視点
は，前者の立場に立つものと思われる。たとえば，高度成長期の金融構造を
分析した箇所では，次のように指摘している。
「当面の問題であるわが国の総合商社の存在根拠も，わが国独占の資本蓄
積—国際的にはいまだ脆弱な—ーに深くかかわるものであり， 日本経済の
具体的条件と関連しているのである」 (44ペー ジ）。
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つまり日本経済の後進性こそが，総合商社を必要不可欠なものにした根拠
ということとなろう。それでは，後進性が解消した段階では，総合商社は全
く不要な存在に化すこととなる。著者は総合商社斜陽論について， ヒルファ
デイングの商業排除論を直接に適用したために誤ったと主張するが，後進性
基盤論も総合商社没落論に陥るのではないかと考えられる。
私は総合商社の役割を考える場合，総合商社が高度成長に貢献した側面
を，もっと積極的に評価すべきだと考えている。このことは総合商社の存在
を批判的に捉えるか否かとは別の問題で，食料やエネルギーなど一次産品の
対外依存が深まり，大企業の輸出比率が高まっていく高度成長期の発展構造
と総合商社の存在とが不可分の関係にあるということである。この点は，総
合商社の原料輸入や技術導入に果たした重要な役割や，重化学工業製品の輸
出における販路の開拓などの役割から明らかであろう。
さらに戦後の日本経梢は，戦前のように前近代的な経済構造に静態的に依
存したのではなく，動態的な産業発展によって特徴づけられる。この点は，
貿易構造を比較すると明らかとなる。戦前は生糸や綿織物といった繊維製品
が永く輸出の主力であったが，戦後の高度成長期には，鉄鋼，船舶から家電
製品，自動車へと主力輸出品がつぎつぎと交替し，貿易構造は大きく変化し
ていく。戦前の日本が，低賃金を武器として労働集約的産業に国際的優位性
をもったとすれば，戦後は重化学工業化を基礎として多様な産業が成長を遂
げることとなった。
総合商社が日本の国内取引や貿易取引に高いシェアを維持したのも，こう
した産業変化の中でのことであり，その商品別の売上構成も当然に大きく変
化してきた。耐久消費財を中心とした一部の機械類では，国内取引ばかりで
なく，輸出においても商社排除が進められ，商社無用論の根拠にもなった
が， 60年代にはプラント輸出が増加することによって輸出シェアを維持した
のである。つまり総合商社は新しい市場に参入することによって，その売上
シェアを維持してきた訳で，そのためには，金融ばかりでなく，市場を開拓
し，安定取引を構策するための多様な機能が必要であった。
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こうした商社活動のダイナミズムについては，次の説明が参考となろう。
「総合商社は，既存の取引の拡大・合理化に努力することによって，商品
流通による収益を長期的に安定させ，かつリスクを分散させることに注力し
てきた。たとえば， 1950年代の日本経済の発展・基盤形成期には，物流機能
では海運，金融機能では取引金融，情報機能では取引情報の提供（引き合
い）や海外からの技術導入といった活動を行ってきた。 1960年代の高度成長
期には，物流機能では大型専用船による大量輸入， 内外一貫輸送休制の整
備，金融機能では債務保証，オルガナイザー機能では垂直統合による流通の
統合や物流の効率化，あるいは原材料・燃料の安定的な供給ソースの維持を
目的とした多国間・多業種にまたがるプロジェクトの創造といった活動に重
点が置かれた。 1970年代のオイル・ショック以降には，取引機能ではカウン
(3) 
クー・トレードなどの複合取引といった活動が行われた」。
この説明は，総合商社の機能の発展を断片的に述ぺたものにすぎない。こ
の背景にあるものは，新しい商品分野への参入や，独占的輸入経路の構築
（単純輸入から開発輸入へ），さらには世界的政治経済現境の変化などであ
る。ともあれ，総合商社が日本をとり巻く市場環境の変化に対応し，機能を
多様化して市場開拓を行ってきたことは，正当に評価されねばなるまい。「後
進性」による一元的な説明では，こうした商社機能の発展が視野に入らなく
なるといえよう。
3 
本書における著者の問題意識は，アメリカにおいて今世紀初頭に商社排除
が行われたのに対して，日本ではなぜ独占段階になって総合商社の流通支配
が強められたかという点にある。つまりアメリカでは，ビッグ・ビジネスの
成立が流通の直接支配の動きをもたらしたのに対して，日本では商業排除が
起こらなかった。「わが国のビッグ・ビジネスも流通過程の直接管理の基本
(3) 日本貿易会商社経営研究委員会「総合商社の経営と環境ーオイルショック以降
」ー日本貿易会， 1988年， 44ペー ジ。
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方針をとりながらも，大商社を利用している。それを簡単に商業排除と従属
の理論によって片づけることができないところに総合商社の問題がある」
(102ペー ジ）。
こうして第四章では，鉄鋼，化学，繊維といった商社の取扱シェアが高い
分野での流通経路が分析される。ここでは製品ごとの全体的流通経路（化学
では合成樹脂と肥料）と，企業ごとの流通経路（化学では，三菱化成，住友
化学，三井東圧など 8社）が図示されており，こうした素材分野での総合商
社の緊密な取引介入が表わされている。ここでは，各メーカーごとの経路政
策の差異などは分析されていないが，総合商社の各産業分野での位置を知る
ことができる。
また補論「アメリカにおける商社排除」では，アメリカでのマーケティン
グ発達史研究をもとに，卸売商人排除の歴史が分析されている。それは「総
合商社についても， アメリカの独占段階における流通機構との対比におい
て，その歴史的意味が明らかになる」 (131ページ）からである。
そこで問題となる商業排除については，次のように主張する。 「独占段階
における大メーカーの流通過程掌握の意義は，大企業の効率性のなかに直接
求めるのではなく，独占資本の利潤追求ー市場の支配と独占利潤に求めるべ
きであり， その歴史的条件こそが問題とされるべきであろう」 (134-135ペ
ージ）。つまり，独占利澗，市場支配の追求が商業排除を不可避なものにし
たということである。
それでは日本の場合，独占利潤の追求がなぜ商社排除へ進まなかったかを
明らかにすることが必要となる。この点の対比は必ずしも十分に展開されて
いるとは言えないが，合成樹脂についての次の引用が著者の主張を表わして
いる。
「わが国のように，原料メーカーも，加工業者も，資本蓄積の内容が先進
諸国に比してきわめて弱く，低い自己資本比率のもとで企業経営をすすめて
いくばあい，金融力をもつ総合商社の利用は，メーカーにとって重要な意味
がある。ビッグ・ビジネスの市場支配の原則を前提としながら，その資金調
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達の限界を補う経済機構として，商社が意味をもっているのである」 (111ペ
ージ）。つまり結論を簡潔に要約すると，独占的市場支配にとって商社は本
来不要なものであるが，日本の場合には資本蓄積が貧困であるために，商社
金融を利用せねばならず，その結果として総合商社がビッグ・ビジネスの流
通窓口として存続したということになる。
このような，欧米の商業排除傾向を基準とした商社把握は，著者に限らず
多くの研究者の間にも見られるところなので，最後にその問題点を述べるこ
ととしよう。
まず第1に，市場支配についての歴史的具休的分析が欠落しているのでは
ないかということである。ビッグ・ビジネスと商業資本との関係は，単に二
者間の関係で捉えるとあまりに貧弱な理解となりがちである。その関係の先
には，製品の販路あるいは原材料の調達元としての市場がある。これらの市
場が古典的な競争市場ではなく独占的に支配されるところから，商業資本の
排除と市場の直接的支配が進むこととなる。ヒルファデングが分析したよう
にドイツではカルテルがその担い手となり，アメリカではトラストが商業資
本の排除を進めていく。
日本の近代産業は，戦前から戦後にかけて，こうした市場支配力が脆弱で
あった。この点こそ後進性の特質として分析すべき課題である。つまり日本
の近代産業（戦前の紡績や戦後の重化学工業）は，欧米からの移植産業であ
ったために，生産技術や生産設備の面での対外依存を特質としていた。その
ため，自立的な市場支配力は持ちえなかった。また生産に不可欠な原料につ
いても，大部分を海外に依存したために，この点でも垂直統合型の直接支配
よりも市場依存的であった。さらに製品の国内市場も狭小であったために，
その成長のためには海外市場への進出が不可欠であった。このような産業形
成の出発点からの海外市場依存は，独占資本の直接的な市場支配力を弱め，
貿易の専門業者としての商社の地位を高めるものであった。
第2に重要と思われるのは，市場の規模と地理的集中性の問題である。一
般に，売り手の集中度が高い場合でも，販売市場が小規模で分散的であれ
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ば，流通コストは高くなり，商業資本による取引機能が必要となる。この点
でも日本の繊維や金属，化学品などの素材産業は，需要家として多数の中小
加工企業を抱えるピラミッド型の構成をとり，販売市場の分散性が顕著であ
った。またこの点は海外市場も同様で，原料購入や製品販売先がアジア諸国
や中南米諸国など地理的に分散していたために，市場の直接支配は不可能で
あった。日本における商社金融の重要性についても，それを単に資本蓄積の
不足から説くのではなく，以上のような市場構成の特質の中で把握する必要
がある。
第3に，市場の一方の構成要素である商品特性も考慮に入れる必要があ
る。著者は「製品の使用価値的性格に商業排除の根拠を求めること」はでき
ないと主張する (134ページ）。だが耐久消費財のように技術的に複雑な製品
が登場することによって，メーカーが製品差別化を基礎として消費者に販売
努力を行い，流通を直接支配する動きが強められたことも事実である。日本
でも，自動車や精密など機械類での商社のシェアは低い。独占資本の市場支
配度が，ただちに商社排除に結びつく訳ではなく，製品特性が流通経路支配
に対しておよぼす影響も，議論から排除すべきではないと思われる。
以上，いくつかの問題点を指摘したが，基本的には，独占資本の市場支配
と商業資本排除を直接に結ぴつける方法に問題があるものと思われる。そこ
に欠落しているのは，市場の具体的分析の視点である。総合商社論の今後の
発展にとって，市場論の豊富化が重要だと考えられる。
